
2021年６月17日（木曜日）
午前10時（午前９時開場予定）

日 時 目 次

場 所

第54回
定時株主総会
招集ご通知

東京都中央区日本橋蛎殻町二丁目１番１号

ロイヤルパークホテル
２階 春海の間
（末尾掲載の案内図をご参照ください。）

証券コード 9991

■ 第54回定時株主総会
招集ご通知 2

■ 株主総会参考書類
第１号議案 剰余金の処分の件 6
第２号議案 取締役７名選任の件 7
第３号議案 退任取締役に対し

退職慰労金贈呈の件 13
第４号議案 役員賞与の支給の件 13

■ 事業報告 14

■ 連結計算書類等 27

■ 計算書類等 31議決権行使期限（書面・インターネット）

2021年6月16日(水曜日)
午後5時30分まで

株主総会会場において、感染拡大予防のための措置
を講じる場合がありますので、お含みおきください。

・新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、
株主総会当日のご来場をできるだけお控えいた
だきますようお願い申しあげます。
・議決権行使は、書面またはインターネットによ
り事前に行うことが可能ですので、ぜひご利用
ください。
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第1段階
体制整備推進

最終段階
売上高倍増へ

第2段階
（今回中期経営計画）
事業拡大本格化
競争力強化

2018 2019 2020 2022 20232021 2024 2025 2026 2027 （年度）

1,000
売
上
高（
億
円
）

「ジェコスグループ 中期経営計画（2021～2024年度）」

｢ 重仮設リースと施工の企業 ｣から ｢ 地下工事とインフラのトータル･ソリューション企業 ｣への脱皮

当社が中心となり､提携 ･協力企業とのシナジーを発揮するネットワーク・コーディネーション

先端技術を積極的に導入した､先進的オペレーションの追求

10年VISION1

中期経営計画（2021～2024年度）の主要指標2

3
2
1

中期経営計画
（2024年度目標）

参考
2020年度実績

収益目標

売上高 1,400億円 1,102億円

経常利益 100億円 65億円

ROS 7％ 5.9％

財務目標

ROE 10％程度 7.9％

自己資本比率 60％程度 58.1％

D / Eレシオ 実質無借金継続 6.8％（実質無借金）

配当性向 30％程度 28.0％

・重仮設事業の競争力強化

・周辺事業の規模拡大

実現に向けて 成長イメージ
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（証券コード 9991）
2021年６月２日

株 主 各 位
東京都中央区日本橋浜町二丁目31番１号

　

　

代表取締役社長 馬 越 学
　

第54回定時株主総会招集ご通知
　
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
さて、当社第54回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。
なお、当日ご出席されない場合は、下記のいずれかの方法によって議決権を行使することがで

きますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使くださいます
ようお願い申しあげます。

[書面により議決権を行使される場合]
同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、下記の日時まで
に到着するよう折り返しご送付くださいますようお願い申しあげます。

[電磁的方法（インターネット）により議決権を行使される場合]
後記４頁から５頁の「インターネットによる議決権行使のご案内」に従って、
下記の日時までに議決権を行使くださいますようお願い申しあげます。

議決権行使期限 2021年６月16日（水曜日） 午後５時30分

敬 具
記

1. 日 時 2021年６月17日（木曜日）午前10時 （午前９時開場予定）
2. 場 所 東京都中央区日本橋蛎殻町二丁目１番１号

ロイヤルパークホテル ２階 春海の間 （末尾掲載の案内図をご参照ください。）
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3. 目的事項
決議事項 第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 取締役７名選任の件
第３号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件
第４号議案 役員賞与の支給の件

報告事項 1. 第54期（2020年４月１日から2021年３月31日まで）事業報告の内容、連
結計算書類の内容ならびに会計監査人および監査役会の連結計算書類監査結
果報告の件

2. 第54期（2020年４月１日から2021年３月31日まで）計算書類の内容報告
の件

4. その他株主総会招集に関する決定事項
（1）代理人により議決権を行使される場合は、株主様ご本人の議決権行使書用紙と委任状をご

提出ください。
（2）議決権の不統一行使をされる場合には、株主総会の日の３日前（2021年６月14日）まで

に、議決権の不統一行使を行なう旨とその理由を書面により当社にご通知ください。
（3）書面と電磁的方法（インターネット）により、二重に議決権を行使された場合は、電磁的

方法により行使されたものを有効な議決権行使として取り扱わせていただきます。
（4）電磁的方法（インターネット）によって、複数回数、議決権を行使された場合は、最後に

行使されたものを有効な議決権行使として取り扱わせていただきます。
以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
1. 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し
あげます。また、資源節約のため、本招集ご通知をご持参いただきますようお願い申しあげます。

2. 議決権の代理行使につきましては、定款の定めにより、議決権を有する株主の方１名様に委任する場合に限
られておりますので、ご了承ください。

3. 事業報告の「主要な事業内容」「主要な営業所および工場」「従業員の状況」「主要な借入先」「会社の株式に
関する事項」「責任限定契約の内容の概要」「社外役員に関する事項」「会計監査人の状況」「業務の適正を確
保するための体制および当該体制の運用状況」、連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」「連結注記
表」および計算書類の「株主資本等変動計算書」「個別注記表」につきましては、法令および定款の定めに
より、インターネットの当社ホームページに掲載しておりますので、添付書類には含まれておりません。し
たがって、本招集ご通知の添付書類は、会計監査人が監査報告を作成するに際して監査をした連結計算書類
および計算書類の一部であり、また、監査役が監査報告を作成するに際して監査をした事業報告、連結計算
書類および計算書類の一部です。

4. 株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類および連結計算書類に修正すべき事項が生じた場合は、イン
ターネットの当社ホームページにおいて、修正後の内容を掲載させていただきます。

当社ホームページ https://www.gecoss.co.jp/
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インターネットによる議決権行使のご案内

インターネットにより議決権を行使される場合は、あらかじめ次の事項をご了承いただきます
ようお願い申しあげます。

1. 議決権行使ウェブサイトについて
インターネットによる議決権行使は、当社の指定する以下の議決権行使ウェブサイトをご利用

いただくことによってのみ可能です。
議決権行使ウェブサイトアドレス https://www.web54.net

2. 議決権行使の方法について
（1）パソコンをご利用の方

上記アドレスにアクセスいただき、同封の議決権行使書用紙に記載された「議決権行使コ
ード」および「パスワード」をご利用になり、画面の案内に従って賛否をご入力ください。

（2）スマートフォンをご利用の方
同封の議決権行使書用紙に記載された「スマートフォン用議決権行使ウェブサイトログイ
ンＱＲコード」を読み取りいただくことにより、「議決権行使コード」および「パスワー
ド」が入力不要のスマートフォン用議決権行使ウェブサイトから議決権を行使できます。
なお、一度議決権を行使した後で行使内容を変更される場合には、再度ＱＲコードを読み
取り、議決権行使書用紙に記載の「議決権行使コード」および「パスワード」をご入力い
ただく必要があります。

3. 議決権行使のお取扱いについて
（1）議決権の行使期限は、2021年６月16日（水曜日）午後５時30分までとなっておりますの

で、お早めの行使をお願いいたします。
（2）書面とインターネットにより、重複して議決権を行使された場合は、インターネットによ

るものを有効な議決権行使としてお取扱いいたします。また、インターネットによって複
数回数、またはパソコン・スマートフォンで重複して議決権を行使された場合は、最後に
行われたものを有効な議決権行使としてお取扱いいたします。

（3）議決権行使ウェブサイトをご利用いただく際のプロバイダおよび通信事業者の料金（接続
料金等）は、株主様のご負担となります。

（4）パソコンやスマートフォンのインターネットのご利用環境等によっては、議決権行使ウェ
ブサイトがご利用できない場合があります。
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4. パスワードおよび議決権行使コードのお取扱いについて
（1）パスワードは、ご投票される方が株主様ご本人であることを確認するための重要な情報で

す。印鑑や暗証番号同様、大切にお取扱いください。
（2）パスワードは一定回数以上間違えると使用できなくなります。パスワードの再発行をご希

望の場合は、画面の案内に従ってお手続きください。
（3）議決権行使書用紙に記載されている議決権行使コードは、本総会に限り有効です。

5. 操作方法に関する問い合わせ先について
（1）本サイトでの議決権行使に関するパソコン等の操作方法がご不明な場合は、下記にお問い

合わせください。
　 三井住友信託銀行 証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル
　 [電話] （0120）652－031 （受付時間 9:00～21:00）
（2）その他のご照会は、以下の問い合わせ先にお願いいたします。

①証券会社に口座をお持ちの株主様
　 お取引の証券会社あてにお問い合わせください。
②証券会社に口座のない株主様（特別口座の株主様）

　 三井住友信託銀行 証券代行部
　 [電話] （0120）782－031 （受付時間 9:00～17:00 土日休日を除く）

以 上
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20.4
24.3 24.6

29.3 28.9 28.0

30 30 ５
3535 35

27

〔ご参考〕１株当たり年間配当金／連結配当性向の推移

2015年度
第49期

2016年度
第50期

2017年度
第51期

2018年度
第52期

2019年度
第53期

2020年度
第54期
（当期）

１株当たり年間配当金（円）/ 連結配当性向（%）

（注）2018年度は創立50周年記念配当５円を含んでおります。

株主総会参考書類
　
議案および参考事項

第１号議案 剰余金の処分の件
　 剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。
期末配当に関する事項

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の重点課題として位置付けており、2018
～2020年度を対象とする中期経営計画で配当性向を30％程度とすることを目標としてま
いりました。
第54期の期末配当につきましては、この中期経営計画の目標にしたがい以下のとおり

といたしたいと存じます。
（1）配当財産の種類

　 金銭
（2）株主に対する配当財産の割当てに関する事項およびその総額

当社普通株式１株につき金20円 総額727,925,400円
なお、2020年12月に中間配当として１株につき金15円をお支払いしており、当期
の年間を通じた剰余金の配当は１株につき金35円（配当性向28.0％）となります。

（3）剰余金の配当が効力を生じる日
　 2021年６月18日

また、2021～2024年度を対象とする中期経営計画においても配当性向を30％程度とす
ることとしております。
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第２号議案 取締役７名選任の件
本総会終結の時をもって、取締役８名が任期満了となります。つきましては、経営体制の

見直しに伴い１名減員し、取締役７名の選任をお願いするものであります。
　 取締役候補者は次のとおりであります。
候補者
番号 氏 名 現在の当社における地位、担当 取締役会

出席状況

１ 再任 鈴
すず

木
き

章
あき

夫
お

代表取締役 執行役員副社長（社長補佐、事業総
括部、安全・防災・環境管理部、技術総括部、技
術部、工事本部、工場総括部、工場部門、各事業
本部の管掌）

12回/12回
(100％)

２ 再任 藤
ふじ

田
た

眞
まこと 取締役 専務執行役員（総務部、人事部、事務管

理部の管掌、経営管理部、 ICT推進部、監査部、
建機事業部の担当）

12回/12回
(100％)

３ 再任 岩
いわ

本
もと

能
よし

成
なり 取締役 専務執行役員（東部第１事業本部の担当、

兼東部第１事業本部長）
12回/12回
(100％)

４ 再任 松
まつ

井
い

智
とも

幸
ゆき 取締役 専務執行役員（東部第２事業本部の担当、

兼東部第２事業本部長）
12回/12回
(100％)

５
再任
社外
独立

清
きよ

宮
みや

理
おさむ

社外取締役 11回/12回
(92％)

６
再任
社外
独立

浅
あさ

野
の

幹
みき

雄
お

社外取締役 12回/12回
(100％)

７ 新任 野
の ぶ さ
房 喜

よしゆき
幸 顧問 ―
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所 有 す る

当社株式の数

１

鈴
す ず き
木 章夫

あ き お

（1958年２月８日生）

再任

　

1980年４月 当社 入社
2000年４月 当社 第２営業本部第３営業部長
2010年４月 当社 東部施工本部長
2010年６月 当社 取締役
2012年３月 当社 取締役退任
2012年４月 当社 執行役員
2013年４月 当社 常務執行役員
2014年６月 当社 取締役 常務執行役員
2016年４月 当社 取締役 専務執行役員
2019年４月 当社 代表取締役 執行役員副社長(現任)
［執行役員の担当］
社長補佐、事業総括部、安全・防災・環境管理部、技術
総括部、技術部、工事本部、工場総括部、工場部門、各
事業本部の管掌
　

26,300株

［取締役候補者とした理由］
鈴木章夫氏は、当社の要職を経て取締役に就任し、取締役として十分な実績を有して

おり適任であることから、あらためて選任するものであります。

２

藤
ふ じ た
田 眞

まこと

（1958年10月14日生）

再任

　

1982年４月 川崎製鉄株式会社 入社
2004年10月 JFEスチール株式会社 経理部資金室長
2008年４月 ジェイ エフ イー ホールディングス

株式会社 財務・ＩＲ部長
2014年４月 当社 執行役員
2014年６月 当社 取締役 執行役員
2015年４月 当社 取締役 常務執行役員
2019年４月 当社 取締役 専務執行役員 (現任)
［執行役員の担当］
総務部、人事部、事務管理部の管掌、経営管理部、ＩＣ
Ｔ推進部、監査部、建機事業部の担当
　

7,600株

［取締役候補者とした理由］
藤田眞氏は、JFEスチール株式会社やジェイ エフ イー ホールディングス株式会社の

要職を経て当社の取締役に就任し、取締役として十分な実績を有しており適任であるこ
とから、あらためて選任するものであります。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所 有 す る

当社株式の数

３

岩
いわもと
本 能成

よしなり

（1959年１月31日生）

再任

　

1982年４月 当社 入社
2002年４月 当社 第４営業本部第１営業部長
2010年４月 当社 東京営業本部長兼日本海営業本部長
2010年６月 当社 取締役
2012年３月 当社 取締役退任
2012年４月 当社 執行役員
2014年４月 当社 常務執行役員
2015年６月 当社 取締役 常務執行役員
2018年４月 当社 取締役 専務執行役員 (現任)
［執行役員の担当］
東部第１事業本部の担当、兼東部第１事業本部長
　

11,625株

［取締役候補者とした理由］
岩本能成氏は、当社の要職を経て取締役に就任し、取締役として十分な実績を有して

おり適任であることから、あらためて選任するものであります。

４

松
ま つ い
井 智幸

ともゆき

（1960年１月５日生）

再任

1982年４月 日本鋼管株式会社 入社
2005年４月 JFEスチール株式会社 大阪支社大阪建

材・プロジェクト営業部プロジェクト室
長

2008年４月 同社 神奈川支社長
2012年７月 当社 東部第１営業本部副本部長
2013年４月 当社 執行役員
2016年４月 当社 常務執行役員
2019年４月 当社 専務執行役員
2019年６月 当社 取締役 専務執行役員 (現任)
［執行役員の担当］
東部第２事業本部の担当、兼東部第２事業本部長
　

6,100株

［取締役候補者とした理由］
松井智幸氏は、JFEスチール株式会社や当社の要職を経て当社の取締役に就任し、取

締役として十分な実績を有しており適任であることから、あらためて選任するものであ
ります。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所有する

当社株式の数

５

清
きよみや
宮 理

おさむ

（1948年２月14日生）

再任 社外 独立

1973年４月 運輸省 入省
1980年７月 米国 カリフォルニア州立大学 留学
1982年４月 運輸省 港湾技術研究所構造部沈埋構造研

究室長
1988年４月 運輸省 港湾技術研究所構造部構造強度研

究室長
1997年４月 早稲田大学 理工学部土木工学科（現 創

造理工学部社会環境工学科）教授
2016年６月 当社 社外取締役（現任）
2018年４月 早稲田大学 名誉教授（現任）

一般財団法人沿岸技術研究センター
参与 (現任)

［重要な兼職の状況］
早稲田大学 名誉教授
一般財団法人沿岸技術研究センター 参与

０株

［社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要］
清宮理氏は、構造部材および構造物等の研究に携わり、構造力学についての深い学

識、建設業界に関する知識と豊富な見識を有し、当社の社外取締役として公正かつ客観
的な立場から適切な意見をいただいております。当社の経営の監督とコーポレート・ガ
バナンス充実の観点から、社外取締役としてあらためて選任するものであります。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所有する

当社株式の数

６

浅
あ さ の
野 幹雄

み き お

（1952年７月29日生）

再任 社外 独立

1975年４月 豊田通商株式会社 入社
1998年４月 同社 非鉄金属部長
2001年10月 同社 リスクマネジメント部長
2003年６月 同社 取締役
2007年６月 同社 常務取締役
2009年６月 同社 専務取締役
2011年６月 同社 代表取締役副社長
2017年６月 同社 顧問
2019年６月 当社 社外取締役 (現任)

［重要な兼職の状況］
日東工業株式会社 社外取締役（監査等委員）

０株

［社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要］
浅野幹雄氏は、豊田通商株式会社において要職を経て代表取締役副社長を務め、企業

経営に関する知識と豊富な見識を有し、当社の社外取締役として公正かつ客観的な立場
から適切な意見をいただいております。当社の経営の監督とコーポレート・ガバナンス
充実の観点から、社外取締役としてあらためて選任するものであります。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所有する

当社株式の数

７

野
の ぶ さ
房 喜幸

よしゆき

（1963年３月22日生）

新任

1985年４月 川崎製鉄株式会社 入社
2009年４月 JFEスチール株式会社 営業総括部輸出

総括室長
2011年４月 同社 経営企画部海外事業総括室長
2016年４月 同社 常務執行役員
2019年４月 同社 専務執行役員
2021年４月 当社 顧問 (現任)

０株

［取締役候補者とした理由］
野房喜幸氏は、JFEスチール株式会社の要職を経て、その経営に携わり、企業経営に

関する豊富な経験と幅広い見識を有しており、当社の経営を担う取締役に適任であるこ
とから、選任するものであります。

（注）1. 各取締役候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
2. 取締役候補者 清宮理および浅野幹雄の両氏は、社外取締役候補者であり、東京証
券取引所の定めに基づく独立役員の候補者であります。

3. 当社は、社外取締役として期待される役割を十分に発揮できるように、社外取締役
候補者 清宮理および浅野幹雄の両氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基
づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当
該契約に基づく賠償責任の限度額は法令が規定する額としており、本総会において
両氏の再任が承認された場合、本契約を継続する予定であります。

4. 当社は、役員等を被保険者とした役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結
し、業務の遂行に伴う行為に起因して被保険者が負担することになる損害賠償金お
よび争訟費用等を補填することとしております。本総会において各候補者の選任が
承認された場合、当該保険契約の被保険者となり、現在の保険期間終了時には同内
容での更新を予定しております。

5. 取締役候補者 清宮理および浅野幹雄の両氏の当社社外取締役就任期間は、本総会
終結の時をもって、それぞれ清宮理氏が５年、浅野幹雄氏が２年となります。
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第３号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件
本総会終結の時をもって、取締役 馬越学および阿部伴明の両氏は任期満了により退任され

ることから、当社の業績および企業価値の向上に尽力したことも踏まえ、当社所定の基準に従
い相当額の範囲内で退職慰労金を贈呈いたしたく存じます。
なお、その具体的な金額、贈呈の時期および方法等は取締役会にご一任願いたく存じます。
退任取締役の略歴は、次のとおりであります。

氏 名 略 歴

馬
うま
越
こし

学
まなぶ 2016年６月 当社代表取締役 社長

現在にいたる

阿
あ
部
べ
伴
とも
明
あき

2013年６月 当社取締役 常務執行役員
2015年６月 当社常務執行役員
2017年４月 当社専務執行役員
2017年６月 当社取締役 専務執行役員
2021年４月 当社取締役

現在にいたる

第４号議案 役員賞与の支給の件
当期の業績を勘案し、当期末時点の取締役のうち社外取締役以外の６名および監査役のうち

常勤監査役２名に対し、役員賞与総額38,501,000円（取締役分35,951,000円、監査役分
2,550,000円）を支給することといたしたく存じます。
なお、各取締役に対する金額は、取締役会の決議において定めた取締役の個人別の報酬等の

内容に係る決定方針に基づき決定し、各監査役については監査役の協議にご一任願いたく存じ
ます。

以 上
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114,327

6,7086,316

4,406

110,206
6,5006,072

4,549

第53期第54期
（当期）

売上高 営業利益 経常利益 親会社株主に帰属する
当期純利益

（百万円）

添付書類
事 業 報 告
（2020

2021
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

Ⅰ 企業集団の現況に関する事項
　

1. 事業の経過およびその成果
当連結会計年度（当社第54期）におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響

により内需・外需ともに大きく落ち込みました。感染収束時期の見通しがまだ立たない中、企
業収益は業種によって持ち直しの動きも見られ二極化、個人消費の低迷は長期化と、景気の不
透明感が払拭されない状況が続いております。
当社グループの属する建設業界におきましては、公共投資は堅調であったものの、一部にお

いて工事中断、着工延期がありました。また、民間建築分野の需要回復も力強さに欠けてお
り、今後の動向には注意を払う必要があります。
このような経営環境のなか、当社グループでは採算性向上を最重点課題に掲げ、価格改善、

品質向上と無駄なコストの削減、およびコストアップの抑制に取り組み、収益の確保に注力し
てまいりましたが、当連結会計年度におきましては、売上高1,102億6百万円（前年同期比3.6
％減）、営業利益60億72百万円（前年同期比3.9％減）、経常利益65億円（前年同期比3.1％
減）となりました。なお、親会社株主に帰属する当期純利益は、特別損失が減少したこと等に
より45億49百万円（前年同期比3.2％増）となりました。
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セグメント別の概況は以下のとおりであります。

（仮設鋼材事業）
仮設鋼材事業におきましては、材料と工事の一括受注を軸に、価格改善、品質向上、コスト

削減等、採算性向上の取り組みに注力しました。また、生産性向上のためのICT投資、技術開
発投資も推進し、新商品として新型の覆工板締結金具『ジェコス ロック』も発表しました。
加工事業については東西両拠点体制により全国で受注活動を展開しました。
中期経営計画で掲げました事業の拡大についても、地下工事一式受注、仮設橋梁事業の全国

での活動を強化し、インフラメンテナンス事業は推進部の体制整備を進めました。
以上の施策等により、売上高1,003億4百万円（前年同期比3.4％減）となったものの、経常

利益は64億82百万円（前年同期比10.9％増）と増益になりました。

（建設機械事業）
建設機械事業におきましては、2020年4月に建機事業部を設立し、グループ一体で事業を

強化する体制といたしました。しかし、新型コロナウイルスに起因する工事中止、延期の影響
が大きく売上高は133億27百万円（前年同期比12.9％減）、経常利益は4億72百万円（前年同
期比64.6％減）となりました。

セグメント別売上の内容は、次のとおりであります。
　

セグメントの名称

第 53 期

(自至 2019
2020

年
年
４
３
月
月
１
31
日
日)

第 54 期

(自至 2020
2021

年
年
４
３
月
月
１
31
日
日) 対前期比較増減

金額 構成比 金額 構成比 金額 比率
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

仮設鋼材 103,879 90.9 100,304 91.0 △3,575 △3.4
建設機械 15,299 13.4 13,327 12.1 △1,972 △12.9
調整額 △4,851 △4.2 △3,424 △3.1 1,427 －

合 計 114,327 100.0 110,206 100.0 △4,121 △3.6
　

（注） 調整額は、セグメント間の内部売上高または振替高の消去額であります。
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2. 対処すべき課題
当社グループは2021～2024年度を対象期間とする中期経営計画を策定いたしました。建

設需要は長期的には堅調と見ておりますが、新型コロナウイルスの収束が未だ見通せず、不透
明感が払拭されない状況が当面続くことも想定して、環境変化にも前広かつ柔軟に対処し、収
益構造の強化を図ります。
次期（2021年度）は主力である重仮設事業のコスト競争力強化に重点を置き、生産性向上、

無駄の削減、技術力向上および価格改善をさらに推進し、収益を確保してまいります。加工事
業をはじめ規模拡大を目指す各分野につきましては、受注活動の強化に注力し、成長の加速に
取り組みます。
以上の諸施策実施により、次期の連結業績見通しにつきましては、売上高1,110億円、営業
利益55億50百万円、経常利益59億円、親会社株主に帰属する当期純利益は40億50百万円を
見込んでおります。
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第1段階
体制整備推進

最終段階
売上高倍増へ

第2段階
（今回中期経営計画）
事業拡大本格化
競争力強化

2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 （年度）

1,000

）
円
億
（高
上
売

・重仮設事業の競争力強化
・周辺事業の規模拡大

実現に向けて 成長イメージ

中期経営計画の主要施策

① 重仮設事業のコスト競争力向上とシェア拡大
② 加工事業の規模拡大
③ 地下工事一式受注、仮設橋梁事業、インフラメンテナンス事業の成長加速
④ 建機事業の収益力向上
⑤ 海外展開における事業モデル再構築
⑥ ICT推進、人材育成

＜ご参考＞中期経営計画（2021～2024年度）について

当社グループは、前中期経営計画期間（2018～2020年度）を『ジェコスグループ10年
VISION』の第一段階と位置づけ、既存事業の収益力強化、事業拡大分野の体制整備、生産性
と働きやすさ向上のための投資等、基盤確立の施策を推進してまいりました。
これに続く第二段階として、今回策定いたしました中期経営計画では、重仮設事業の競争力
をさらに高めて業界トップシェアのポジションを盤石化するとともに、周辺事業の規模拡大を
加速させ、事業規模・利益水準ともに拡大を目指します。
堅調な需要は想定されるものの、温暖化・自然災害・感染症等、その影響が想定し難い環境
変化も予想される中、さまざまな変動要因に柔軟かつスピード感を持って対応し、『ジェコス
グループ10年VISION』で掲げる「安心、安全な社会の建設に貢献し、働きがいの向上を追求
する企業」の実現に向け、企業価値向上を進めてまいります。
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中期経営計画
（2024年度目標）

参考
2020年度実績

収益目標

売上高 1,400億円 1,102億円

経常利益 100億円 65億円

ROS 7％ 5.9％

財務目標

ROE 10％程度 7.9％

自己資本比率 60％程度 58.1％

D / Eレシオ 実質無借金継続 6.8％（実質無借金）

配当性向 30％程度 28.0％

当社グループの事業そのものがＳＤＧｓに合致

再生可能エネルギー関連

ゼロカーボン投資関連

ベトナム、ＡＳＥＡＮ展開

安全と健康の確保

⇒働きがいの向上
チャレンジ・マインド

性別を問わない活躍の場

個別案件での取り組み 社員に対する取り組み

鋼材のリース＝再利用

安心、安全な社会の建設への貢献

中期経営計画の主要指標

SDGsへの取り組み
当社が掲げる「安心、安全な社会の建設への貢献」というコンセプト、および鋼材をリース
し再利用するという事業モデルそのものが、SDGsに合致するものと考えております。
その上で、個別には再生可能エネルギーやゼロカーボン投資に関連する案件を通じた持続可
能な社会の実現、ベトナムはじめASEANでの活動による発展支援も行っております。また社
員との関係では、安全と健康の確保を最優先とすることはもちろん、性別を問わず活躍の場を
用意し、働きがいの向上に資する施策を進めております。
中期経営計画期間においてもこれらの取り組みを継続してまいります。
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3. 設備投資の状況
記載すべき重要事項はありません。

　
4. 資金調達の状況
記載すべき重要事項はありません。

5. 財産および損益の状況の推移
　

区 分
第 51 期

(自 2017年４月至 2018年３月
１
31
日
日)

第 52 期

(自 2018年４月至 2019年３月
１
31
日
日)

第 53 期

(自 2019年４月至 2020年３月
１
31
日
日)

第 54 期

(自 2020年４月
至 2021年３月

１
31
日
日)

売上高 (百万円) 104,825 108,378 114,327 110,206
経常利益 (百万円) 6,312 6,409 6,708 6,500
親会社株主に帰属する
当期純利益金額 (百万円) 4,434 4,352 4,406 4,549

１株当たり当期純利益金額 121円82銭 119円57銭 121円05銭 124円97銭
純資産額 (百万円) 50,035 53,097 55,791 59,794
総資産額 (百万円) 99,682 101,550 98,881 102,847
１株当たり純資産額 1,374円56銭 1,458円72銭 1,532円77銭 1,642円82銭

　

（注）1. １株当たり当期純利益は自己株式数を控除した期中平均発行済株式、１株当たり純資産は自己
株式数を控除した期末発行済株式数により算出しております。

2. 「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年2月16日）を第
52期の期首から適用しており、第51期については遡及処理後の数値を記載しております。
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6. 重要な親会社および子会社等の状況
（1）親会社の状況

親会社との関係および取引に関する事項
　

会 社 名 資本金 主要な事業内容 当社に対する
議決権比率

百万円 ％
ジェイ エフ イー ホールディングス株式会社 147,143 JFEグループ経営戦略立案・管理 62.0（62.0）

JFEスチール株式会社 239,645 鉄鋼製品の製造・販売 51.0（ 0.0）
　

（注）1. 当社に対する議決権比率における（ ）内は、間接保有による比率を内数で記載しておりま
す。

2. JFEスチール株式会社は、ジェイ エフ イー ホールディングス株式会社の完全子会社であ
ります。

親会社と締結している重要な財務、事業の方針に関する契約等の内容および親会社等と
の取引は以下のとおりであります。
当社は、取締役会で当社独自の意思決定を行っており、意思決定の手続きの正当性につ

いては問題はなく、事業遂行体制も独自に構築しておりますが、親会社であるJFEスチー
ル株式会社のグループリスク管理の観点から定められた手続きも実施しております。
また、親会社とは、Ｈ形鋼ほか鋼材等に関して取引がありますが、当社と親会社の取引

は、市場価格を勘案し、価格交渉の上、取引条件を決定しております。

2021年05月19日 09時24分 $FOLDER; 21ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



― 21 ―

（2）子会社の状況
　

会 社 名 資本金 当社の議決権比率 主要な事業内容
百万円 ％

株式会社レンタルシステム関東 40 100.0 建設機械の賃貸
株式会社レンタルシステム東北 100 100.0 建設機械の賃貸
株式会社レンタルシステム東海 30 100.0 建設機械の賃貸
株式会社レンタルシステム西日本 40 100.0 建設機械の賃貸
株式会社レンタルシステム信越 10 100.0 建設機械の賃貸
トラック・エンド・メンテナンス・サービス株式会社 20 100.0 運送業
ジェコス設計株式会社 30 100.0 設計およびコンサルティング等

ジェコス工事株式会社 30 100.0 仮設工事の安全施工に関する
技術的支援等

万米ドル
GECOSS VIETNAM COMPANY LIMITED 50 90.0 建設仮設材の賃貸、販売等

（3）関連会社の状況
　

会 社 名 資本金 当社の議決権比率 主要な事業内容
百万円 ％

協友リース株式会社 30 50.0 H形鋼桁材、鋼矢板等の賃貸
北日本建材リース株式会社 30 15.0 建設仮設材の賃貸、販売等

　

（注）北日本建材リース株式会社は持分法非適用の関連会社であります。
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Ⅱ 会社役員に関する事項
　

1. 取締役および監査役の氏名等
（2021年３月31日現在）

　

地 位 氏 名 重要な兼職の状況
代表取締役社長 馬 越 学
代 表 取 締 役 鈴 木 章 夫
取 締 役 藤 田 眞
取 締 役 岩 本 能 成
取 締 役 阿 部 伴 明
取 締 役 松 井 智 幸
取 締 役 清 宮 理 早稲田大学 名誉教授

一般財団法人沿岸技術研究センター 参与
取 締 役 浅 野 幹 雄 日東工業株式会社 社外取締役（監査等委員）
監査役（常勤) 倉 智 達 也
監査役（常勤) 宇 田 斉 福山ガス株式会社 社外取締役

JFEシステムズ株式会社 社外監査役
日本鋳鉄管株式会社 社外監査役

監 査 役 菊池 きよみ TMI総合法律事務所 弁護士
西松建設株式会社 社外取締役（監査等委員）
ニッセイアセットマネジメント株式会社 社外監査役
株式会社三菱ケミカルホールディングス 社外取締役（指名委
員、監査委員）

監 査 役 二 木 岳 彦 JFEスチール株式会社 監査役事務局主任部員
　

（注）1. 取締役 清宮理および浅野幹雄の両氏は、社外取締役であります。
　 2. 監査役 宇田斉および菊池きよみの両氏は、社外監査役であります。
　 3. 取締役 清宮理および浅野幹雄、監査役 菊池きよみの各氏は、株式会社東京証券取引所の
　 定める独立役員であります。
　 4. 監査役 今井一彦氏は、2020年６月18日開催の第53回定時株主総会終結の時をもって辞任
　 いたしました。
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2. 執行役員の氏名等
（2021年３月31日現在）

　

地 位 氏 名 担 当
社 長 馬 越 学 ＣＥＯ
執行役員副社長 鈴 木 章 夫 社長補佐、事業総括部、安全・防災・環境管理部、技術総括

部、技術部、工事本部、工場総括部、工場部門、各事業本部の
管掌

専務執行役員 阿 部 伴 明 工事本部の担当、兼工事本部長

専務執行役員 岩 本 能 成 東部第１事業本部の担当、兼東部第１事業本部長

専務執行役員 藤 田 眞 総務部、人事部、事務管理部の管掌、経営管理部、監査部、
建機事業部の担当

専務執行役員 松 井 智 幸 東部第２事業本部の担当、兼東部第２事業本部長
常務執行役員 西 田 栄 一 西日本事業本部の担当、兼西日本事業本部長
常務執行役員 一ノ瀬 満郎 工場総括部の統括、工場部門、技術総括部、技術部の担当
常務執行役員 四 宮 秀 夫 加工・橋梁事業本部の担当、兼加工・橋梁事業本部長
執 行 役 員 今 井 大 介 工場総括部の担当、工場部門担当役員補佐
執 行 役 員 黒葛原 淳一 九州事業本部の担当、兼九州事業本部長
執 行 役 員 永 尾 秀 司 東北・北海道事業本部の担当、兼東北・北海道事業本部長
執 行 役 員 新 井 紀 明 総務部、人事部、事務管理部の担当
執 行 役 員 金 子 勝 幸 安全・防災・環境管理部の担当、兼工事本部長補佐
執 行 役 員 中 島 秀 彦 事業総括部、業務部の担当
執 行 役 員 川 森 陽 一 中部事業本部の担当、兼中部事業本部長
執 行 役 員 石 澤 毅 技術総括部、技術部の担当役員補佐
執 行 役 員 田 村 挙 勝 西日本事業本部副本部長
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（注） 2021年４月１日付で執行役員の担当が次のとおり変更となりました。
　

地 位 氏 名 担 当
社 長 馬 越 学 ＣＥＯ
執行役員副社長 鈴 木 章 夫 社長補佐、事業総括部、安全・防災・環境管理部、技術総括

部、技術部、工事本部、工場総括部、工場部門、各事業本部の
管掌

専務執行役員 岩 本 能 成 東部第１事業本部の担当、兼東部第１事業本部長
専務執行役員 藤 田 眞 総務部、人事部、事務管理部の管掌、経営管理部、ICT推進

部、監査部、建機事業部の担当
専務執行役員 松 井 智 幸 東部第２事業本部の担当、兼東部第２事業本部長
常務執行役員 西 田 栄 一 西日本事業本部の担当、兼西日本事業本部長
常務執行役員 一ノ瀬 満郎 事業総括部、業務部の担当

常務執行役員 四 宮 秀 夫 安全・防災・環境管理部、加工・橋梁事業本部の担当、兼加
工・橋梁事業本部長

常務執行役員 黒葛原 淳一 九州事業本部の担当、兼九州事業本部長
常務執行役員 金 子 勝 幸 工事本部の担当、兼工事本部長
執 行 役 員 新 井 紀 明 総務部、人事部、事務管理部の担当
執 行 役 員 川 森 陽 一 中部事業本部の担当、兼中部事業本部長
執 行 役 員 石 澤 毅 技術総括部、技術部の担当
執 行 役 員 田 村 挙 勝 東北・北海道事業本部の担当、兼東北・北海道事業本部長
執 行 役 員 宮 島 敏 彰 工場総括部、工場部門の担当
執 行 役 員 岩 﨑 伸 一 西日本事業本部副本部長
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3. 役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、当社の取締役、監査役、執行役員および取締役会決議により選任された当社の管理
職従業員を被保険者とした役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結（保険料は全額当
社負担）し、被保険者がその業務の遂行に伴う行為に起因して負担することになる損害賠償金
および争訟費用等を補填することとしております。

4. 取締役および監査役の報酬等
（1）取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

当社は、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針（以下、決定方針）を取締役会
において決議しており、その決定方針の内容は、以下のとおりであります。
・役員報酬は、株主総会、取締役会決議に基づき、固定報酬である月例報酬と会社業績
指標として経常利益を反映した役員賞与で構成する。

・個々の取締役の報酬額は、業績を勘案して定めるものとし、社長に一任する。
・月例報酬は月々の支払とし、役員賞与は株主総会終了後、速やかに支払う。
また、従来からの取締役の個人別の報酬等の決定方法を決定方針として定めたものであ

り、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬は当決定方針に沿うものと取締役会は判断し
ております。

（2）取締役および監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
2012年６月28日開催の第45回定時株主総会決議において取締役報酬限度額を月額15

百万円と決議しております。当該定時株主総会終結時点の取締役員数は５名であります。
また、2006年６月29日開催の第39回定時株主総会決議において監査役報酬限度額を

月額６百万円としております。当該定時株主総会終結時点の監査役員数は４名です。
（3）取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項

当事業年度においては、2020年６月18日開催の取締役会において、代表取締役社長
馬越 学に取締役の報酬および役員賞与の具体的内容の決定を一任する旨の決議をしてお
ります。当社全体の業績および各取締役の評価を行うには社長が適していることから、こ
れらの権限を一任しております。
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（4）取締役および監査役の報酬等の額
　

区分 報酬等の額
報酬等の種類別の総額

人数
基本報酬 業績連動報酬等 退職慰労金

取締役
（うち社外取締役）

206百万円
（12百万円）

142百万円
（12百万円）

36百万円
（－）

28百万円
（－）

８名
（２名）

監査役
（うち社外監査役）

42百万円
（23百万円）

37百万円
（20百万円）

３百万円
（１百万円）

３百万円
（２百万円）

５名
（２名）

　

（注）1. 業績連動報酬等は、本総会において決議予定の役員賞与であります。
　 2. 役員報酬の一部である役員賞与は、業績連動報酬となっております。役員賞与については、中

期経営計画の収益目標でもある経常利益を指標とした会社業績と個々の取締役の業績を評価し
て算定しております。なお、当事業年度を含む経常利益の推移は「５．財産および損益の状況
の推移」に記載のとおりであります。

　 3. 退職慰労金は、当事業年度に計上した役員退職慰労引当金繰入額であります。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（注） 本事業報告中に記載の金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
　 （2021年３月31日現在）　

科 目 金 額 科 目 金 額
百万円 百万円

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）
流動資産 71,446 流動負債 37,959
現金及び預金 1,117 支払手形及び買掛金 21,179
受取手形及び売掛金 31,814 電子記録債務 8,915
電子記録債権 8,505 短期借入金 1,960
建設仮設材 20,690 リース債務 5
商品 1,668 未払法人税等 1,185
製品 535 賞与引当金 1,110
仕掛品 532 役員賞与引当金 39
原材料及び貯蔵品 474 受注損失引当金 0
預け金 5,900 その他 3,566
その他 366 固定負債 5,094
貸倒引当金 △156 長期借入金 2,110

繰延税金負債 729
固定資産 31,400 再評価に係る繰延税金負債 1,668
有形固定資産 23,439 役員退職慰労引当金 280
賃貸用建設機械 5,013 退職給付に係る負債 308
建物及び構築物 3,539 負債合計 43,053
機械装置及び運搬具 1,655 （ 純 資 産 の 部 ）
土地 13,016 株主資本 58,564
リース資産 5 資本金 4,398
その他 210 資本剰余金 4,596
無形固定資産 672 利益剰余金 49,595
投資その他の資産 7,290 自己株式 △24
投資有価証券 3,583 その他の包括利益累計額 1,229
退職給付に係る資産 2,901 その他有価証券評価差額金 1,129
その他 934 土地再評価差額金 △796
貸倒引当金 △127 為替換算調整勘定 1

退職給付に係る調整累計額 895
非支配株主持分 1
純資産合計 59,794

資産合計 102,847 負債・純資産合計 102,847
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連 結 損 益 計 算 書
（2020

2021
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

　

科 目 金 額
百万円 百万円

売上高 110,206
売上原価 90,239
売上総利益 19,967
販売費及び一般管理費 13,895
営業利益 6,072
営業外収益
受取利息 3
受取配当金 85
持分法による投資利益 239
固定資産売却益 92
その他 62 480

営業外費用
支払利息 22
固定資産処分損 25
その他 6 53

経常利益 6,500
特別損失
災害による損失 6 6

税金等調整前当期純利益 6,494
法人税、住民税及び事業税 1,925
法人税等調整額 22 1,946

当期純利益 4,547
非支配株主に帰属する当期純損失（△） △1
親会社株主に帰属する当期純利益 4,549
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書（謄本）
独立監査人の監査報告書

2021年５月13日
ジェコス株式会社
取締役会 御中

EY新日本有限責任監査法人
東 京 事 務 所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 中 村 裕 輔 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 脇 本 恵 一 ㊞

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、ジェコス株式会社の2020年４月１日から2021

年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主
資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠して、ジェコス株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び
損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査

の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当
監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、ま
た、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分か
つ適切な監査証拠を入手したと判断している。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類
を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが
適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継
続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す
ることにある。
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連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による

重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計
算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個
別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重
要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職

業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応
した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査
人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内
部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積
りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した
監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確
実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、
監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結
計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求め
られている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や
状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並び
に連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切
な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任があ
る。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別
した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事
項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵

守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は
軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき
利害関係はない。

以 上
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貸 借 対 照 表
　 （2021年３月31日現在）　

科 目 金 額 科 目 金 額
百万円 百万円

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）
流動資産 68,996 流動負債 36,376

現金及び預金 535 支払手形 1,651
受取手形 3,732 電子記録債務 8,587
電子記録債権 8,606 短期借入金 1,960
売掛金 26,042 買掛金 17,594
建設仮設材 20,727 リース債務 5
商品 1,650 未払金 1,631
製品 535 未払費用 237
仕掛品 532 未払法人税等 1,139
原材料 456 前受金 993
預け金 5,900 預り金 1,554
前払費用 79 賞与引当金 985
短期貸付金 218 役員賞与引当金 39
その他 131 受注損失引当金 0
貸倒引当金 △148 固定負債 4,352

固定資産 23,151 長期借入金 2,110
有形固定資産 17,382 繰延税金負債 335
賃貸用建設機械 41 再評価に係る繰延税金負債 1,668
建物 2,286 退職給付引当金 86
構築物 677 役員退職慰労引当金 153
機械及び装置 1,472 負債合計 40,728
車両運搬具 38
工具、器具及び備品 162 （ 純 資 産 の 部 ）
土地 12,678 株主資本 51,106
リース資産 5 資本金 4,398
建設仮勘定 23 資本剰余金 4,596

無形固定資産 646 資本準備金 4,596
ソフトウエア 606 利益剰余金 42,137
電話加入権 28 利益準備金 490
その他 11 その他利益剰余金 41,646

投資その他の資産 5,123 買換資産特定積立金 48
投資有価証券 2,207 別途積立金 14,838
関係会社株式 521 繰越利益剰余金 26,761
関係会社長期貸付金 465 自己株式 △24
破産更生債権等 17 評価・換算差額等 313
長期前払費用 14 その他有価証券評価差額金 1,109
前払年金費用 1,612 土地再評価差額金 △796
会員権 163
その他 321
貸倒引当金 △197 純資産合計 51,419

資産合計 92,147 負債・純資産合計 92,147
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損 益 計 算 書
（2020

2021
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

　

科 目 金 額
百万円 百万円

売上高 99,444
売上原価 82,885
売上総利益 16,559
販売費及び一般管理費 11,053
営業利益 5,505
営業外収益
受取利息 7
受取配当金 767
その他 129 903

営業外費用
支払利息 23
固定資産処分損 24
その他 5 53

経常利益 6,355
特別利益
関係会社貸倒引当金戻入額 65 65

特別損失
関係会社投資損失 11
災害による損失 6 18

税引前当期純利益 6,403
法人税、住民税及び事業税 1,784
法人税等調整額 △24 1,760

当期純利益 4,643
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会計監査人の監査報告書（謄本）
　

独立監査人の監査報告書
2021年５月13日

ジェコス株式会社
取締役会 御中

EY新日本有限責任監査法人
東 京 事 務 所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 中 村 裕 輔 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 脇 本 恵 一 ㊞

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ジェコス株式会社の2020年４月１日から

2021年３月31日までの第54期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変
動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示してい
るものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査

の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監
査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人として
のその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠
を入手したと判断している。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切

であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す

ることにある。
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計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重

要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類
等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に
又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性が
あると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職

業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応
した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部
統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積
りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実
性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監
査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類
等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計
算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別

した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事
項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵

守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は
軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書（謄本）
　

監 査 報 告 書
当監査役会は、2020年４月１日から2021年３月31日までの第54期事業年度の取締役の職務の執行に関

して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いた
します。

1. 監査役および監査役会の監査の方法およびその内容

（1）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査規程ならびに監査計画および職務の分担等に従い、取締役
等と意思疎通を図り、情報の収集および監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施
いたしました。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役等からその職務の執行状況について報告を受け、必要
に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、業務および財産の状況を調査いたしました。
また、子会社については、子会社の取締役等と意思疎通および情報の交換を図り、必要に応じて子

会社からの事業の報告を受け、子会社に赴き、業務および財産の状況を調査いたしました。
② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が、法令および定款に適合することを確保するため
の体制、その他株式会社およびその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なも
のとして、会社法施行規則第100条第１項および第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の
内容および当該決議に基づく体制（内部統制体制）の整備・運用状況を検証いたしました。
なお、財務報告に係る内部統制についても、取締役等およびEY新日本有限責任監査法人から適宜

報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
③ 事業報告に記載されている親会社との取引（会社法施行規則第118条第５号イおよびロに掲げる事
項）については、その内容について確認いたしました。
④ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視および検証するとと
もに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第
131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）
等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

（2）監査役会は、監査計画、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況および結果について報告
を受けたほか、取締役等および会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて
説明を求めました。

以上の方法に基づき、監査役および監査役会は、当該事業年度に係る事業報告、計算書類（貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書および個別注記表）およびこれらの附属明細書ならびに連結計算
書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書および連結注記表）について検討い
たしました。
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2. 監査の結果

（1）事業報告等の監査結果
① 事業報告およびその附属明細書は、法令および定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと
認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められ
ません。
③ 内部統制体制に関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制体制に関
する事業報告の記載内容および取締役の職務の執行についても、財務報告に係る内部統制を含め、指
摘すべき事項は認められません。

④ 事業報告に記載されている当社と親会社との取引に関して、指摘すべき事項は認められません。ま
た、親子会社間取引について、基本的に市場価格で行っていることから、当社の利益を害さないよう
に留意しているものと認めます。

（2）計算書類およびその附属明細書の監査結果
　 会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法および結果は相当であると認めます。
（3）連結計算書類の監査結果
　 会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法および結果は相当であると認めます。

2021年５月17日
ジェコス株式会社 監査役会
監査役（常勤）倉 智 達 也 ㊞
監査役（常勤）宇 田 斉 ㊞
監査役 菊 池 きよみ ㊞
監査役 二 木 岳 彦 ㊞

（注） 監査役 宇田斉および監査役 菊池きよみは、会社法第２条第16号および第335条第３項に定める社
外監査役であります。

　

以 上
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株主総会会場ご案内
　

会場 東京都中央区日本橋蛎殻町二丁目１番１号
ロイヤルパークホテル ２階 春海の間
電話 （03）3667－1111

　
会場付近略図

　

　
交通
東京メトロ半蔵門線 水天宮前駅 ４番出口とホテルが直結しております。
東京メトロ日比谷線 人形町駅 Ａ２出口より徒歩約５分
都営地下鉄浅草線 人形町駅 Ａ３出口より徒歩約５分
都営地下鉄新宿線 浜町駅 Ａ２出口より徒歩約８分
東京メトロ日比谷線 茅場町駅 ４ｂ出口より徒歩約８分東京メトロ東西線

　
＊株主の皆様に対する公平な利益還元の観点等を踏まえ、株主総会にご出席の株主様への
お土産はご用意いたしておりません。何卒ご理解の程よろしくお願い申しあげます。
＊当日は、環境への配慮として、ノーネクタイの「クールビズ」スタイルにて対応させて
いただきますので、ご了承くださいますようお願い申しあげます。
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